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ポイント

➢ 歳入面については、県税収入、地方交付税の増等により、地方一般財源収入額は増加傾向で推移。県

債発行額は、概ね１，２００億円～１，４００億円程度で推移してきたが、令和４年度以降、臨時財政対策債

の減により大幅に減少傾向にある。

➢ 歳出面については、義務的経費は３，３００億円～３，５００億円台で推移しているが、人件費は人事委員

会勧告に基づく給与改定等により増加傾向にある。また、社会保障関係経費は、高齢化の進展等に伴い増

加傾向にある。

➢ 県の財政状況は改善傾向にはあるが、原油価格・物価高騰、昨今の国際情勢等の変化による県内経済

への影響の懸念があることに加えて、社会保障関係経費が継続して増加傾向にあること、老朽化が進む公

共施設の建替え等が本格化すること、金利上昇傾向にある公債費が今後増加する見込みであることから、

持続可能な財政運営の確保に向けて、今後も、県民の安全・安心の確保など喫緊の課題に的確に対応しつ

つ、経常的な支出の抑制や多様な歳入の確保といった財政基盤強化の取組を着実に進めることが重要で

ある。
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１．普通会計歳入の推移

２．地方一般財源収入の推移

３．県税収入の推移

４．県債発行額の推移

５．基金残高の推移

６．普通会計歳出の推移

７．義務的経費の推移

８．一般会計公債費と県債残高の推移

９．人件費と職員数の推移

１０．社会保障関係経費の推移

１１．投資的経費の推移

１２．普通会計歳入歳出と県債発行額の推移

１３．主な財政指標の推移

注:各図の数値は四捨五入のため合計に合わない場合があります。
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１．普通会計歳入の推移

注:
1.普通会計の数値（令和５年度までは決算額、令和６年度は最終補正後予算額、令和７年度は１号補正後予算額）
2.普通会計とは、財政比較などのために、全国統一的に用いられる会計のことで、一般会計と特別会計の一部を合わせたもの。三重県では、１１の特別会計のうち、８つの特別会計と一般会計とを合わせて普通会計と
している。

3.「県税収入」は、地方消費税清算後の数値。

（年度）

（億円）
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• 歳入総額は、令和２年度以降、新型コロナウイルス感染症への対応に伴う国庫支出金の増などにより、令和２年度は８，０００億円を超え、令和３年度は
８，９３８億円と過去最大となったが、新型コロナウイルス関連の交付金の減少に伴い、足元では減少傾向にある。なお、令和７年度（当初予算）は新型コロ
ナウイルス感染症対策予算を除き過去最大になった。

（参考） 主な新型コロナ関連交付金の推移 ※予算ベース

＜包括交付金＞ ＜臨時交付金＞ ＜合計＞
   令和２年度 ４６２億円 ２２０億円 ６８２億円

令和３年度 ３９３億円 ６０２億円 ９９５億円
令和４年度 ５２１億円 １８６億円 ７０７億円
令和５年度 ４４５億円 ７４億円 ５１９億円

包括交付金：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金
臨時交付金：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金



２．地方一般財源収入の推移
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（年度）

注:
1.普通会計の数値（令和５年度までは決算額、令和６年度は最終補正後予算額、令和７年度は１号補正後予算額）
2.「臨時財政対策債等」は、臨時財政対策債及び減収補てん債（特例分）。
3.「地方譲与税等」は、地方譲与税及び地方特例交付金。
4.「県税収入」は、地方消費税清算後の数値。

（億円）
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• 地方一般財源収入は、県税収入、地方交付税の増加等により、令和３年度以降は５，０００億円を超える水準で推移。



３．県税収入の推移
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2.「地方消費税」は、清算後の数値。

（億円）
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• 県税収入は、好調な企業業績や活発な消費活動などにより、増加傾向。ただし、今後については、足元の原油価格・物価高騰や国際情勢等について注視
していく必要がある。



４．県債発行額の推移
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注:
1.普通会計の数値（令和５年度までは決算額、令和６年度は最終補正後予算額、令和７年度は１号補正後予算額）
2.「臨時財政対策債等」は、臨時財政対策債及び減収補てん債（特例分）。
3.「建設地方債等」は、退職手当債及び臨時財政対策債等以外の地方債。

（億円）
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• 臨時財政対策債等や退職手当債の発行額は、近年、減少傾向にあり、令和７年度は皆減となった。

• 建設地方債等の発行額は、令和２年度から令和６年度にかけては、国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」への対応のための補正予
算等により増加。



５．基金残高の推移
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1.令和５年度までは決算額、令和６年度は最終補正後、令和７年度は１号補正後（令和６年度最終補正予算額ベース）の年度末残高見込。
2.一般会計、県債管理特別会計及び国民健康保険事業特別会計の基金残高。

（億円）
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• 基金残高（県債管理基金を含む）は、平成２９年度以降、増加傾向。

• 令和３年度以降は、県税収入の増加に伴う財政調整基金への積立や、県債管理基金への着実な積立等により、基金残高が増加。なお、令和４年度には、
公共施設等総合管理推進基金を設置し、毎年度着実に積立。



3,408 3,378 3,434 3,508 3,536 3,532 3,512 3,434 3,393 3,434 3,431 3,304 3,468 3,346 

1,386 1,312 1,178 1,086 1,188 1,114 1,026 1,038 1,292 1,321 1,275 1,289 
1,344 

1,146 

228 253 273 408 356 387 401 382 
474 543 554 566 

617 
603 

881 888 891 911 947 962 973 1,030 
1,021 1,032 1,047 1,073 

1,112 
1,171 

875 918 799 837 819 765 744 730 

1,440 

2,209 1,991 
1,413 

1,215 
1,277 

6,778 6,749 
6,575 

6,750 6,846 6,760 6,656 6,614 

7,620 

8,539 
8,298 

7,645 7,756 
7,543 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

H24 25 26 27 28 29 30 Ｒ元 2 3 4 5 6 7 （年度）

その他の経費

社会保障関係経費

税収関連交付金

投資的経費

義務的経費

（参考） 新型コロナウイルス感染症対策経費 ※予算ベース

令和元年度 ４億円
   令和２年度 ９５５億円

令和３年度 １，５００億円
令和４年度 ７８６億円
令和５年度 ６６３億円

６．普通会計歳出の推移

注:
1.普通会計の数値（令和５年度までは決算額、令和６年度は最終補正後予算額、令和７年度は１号補正後予算額）
2.「税収関連交付金」は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、環境性能割交付金。

（億円）
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• 歳出総額は、令和２年度以降、新型コロナウイルス感染症への対応等により増加し、令和３年度は８，５３９億円と過去最大となったが、新型コロナウイル
ス感染症対策経費の減少に伴い、足元では減少傾向にある。なお、令和７年度（一般会計当初予算額８，３６６億円）は新型コロナウイルス感染症対策予
算を除き過去最大となった。

（参考） エネルギー価格・物価高騰対策経費

※予算ベース（財源が臨時交付金、交付税の事業）

 令和４年度 ９９億円
令和５年度 １４７億円
令和６年度 ４１億円



７．義務的経費の推移
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1.普通会計の数値（令和５年度までは決算額、令和６年度は最終補正後予算額、令和７年度は１号補正後予算額）

（億円）
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• 義務的経費は、３，３００～３，５００億円台で推移。

• 公債費は、１，０００～１，２００億円程度で平成２９年度のピーク時から減少傾向にあるが、今後の金利上昇に伴い増加することが懸念される。

• 人件費は、総人件費抑制の取組により減少傾向で推移してきたが、令和６年度以降は人事委員会勧告に基づく給与改定等により増加。



８．一般会計公債費と県債残高の推移
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1.「公債費」及び「県債残高」の算定基礎となる県債発行額は、令和５年度までは決算額、令和６年度は最終補正後予算額、令和７年度は１号補正後予算額に年度内補正見込み額（88.2億円）を加えたもの。
2.「臨時財政対策債等」は、臨時財政対策債や災害復旧事業債等、発行について県の裁量の余地のないもの。令和２年度以降は、国の「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」等に係るものを含む。
3.「公債費」は、みえ地域コミュニティ応援ファンド及びみえ農商工連携推進ファンドの解体に伴い発生した国の予算等貸付金債の償還金（H29：8億円、H30：32億円、R元：20億円）を除いた数値。
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• 県債残高は、近年、臨時財政対策債等の増加により増加傾向が続いてきたが、令和３年度をピークとして令和４年度から減少傾向で推移。

• 公債費は、１，０００～１，２００億円程度で平成２９年度のピーク時から減少傾向にあるが、今後の金利上昇に伴い増加することが懸念される。
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９．人件費と職員数の推移

注:
1.普通会計の数値（令和５年度までは決算額、令和６年度は最終補正後予算額、令和７年度は１号補正後予算額）
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（億円）
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• 人件費は、総人件費の抑制を図る観点から、平成２９年度以降は減少傾向にあったが、令和６年度以降は人事委員会勧告等に基づく給与改定等により増加。

• 退職手当は、２００億円程度で推移。令和７年度は定年引上げの影響で減少したが、負担の平準化のため、退職手当基金に約３５億円を積み立て、令和８年度
に取り崩す予定。



１０．社会保障関係経費の推移
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注:
1.普通会計の数値（令和５年度までは決算額、令和６年度は最終補正後予算額、令和７年度は１号補正後予算額）

（億円）
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• 社会保障関係経費は、高齢者数の増加等に伴い増加傾向にあり、令和元年度以降は１，０００億円を超過して推移。

• 新型コロナウイルス感染症の収束以降は、増加が大きくなっている。



１１．投資的経費の推移
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1.普通会計の数値（令和５年度までは決算額、令和６年度は最終補正後予算額、令和７年度は１号補正後予算額）

（億円）
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• 投資的経費は、減少傾向で推移してきたが、令和２年度から令和６年度にかけては、国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」への対応
のための補正予算等により、１，２００億円から１，３００億円程度で推移。



１２．普通会計歳入歳出と県債発行額の推移

（億円）

（年度）

注:
1.普通会計の数値（令和５年度までは決算額、令和６年度は最終補正後予算額、令和７年度は１号補正後予算額）
2.令和５年度までは決算額のため、歳出総額と歳入総額に差が生じる。
3.「臨時財政対策債等」は、臨時財政対策債及び減収補てん債（特例分）。
4.「建設地方債等」は、退職手当債及び臨時財政対策債等以外の地方債。
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• 歳出総額は、平成１５年度以降、７，０００億円程度で安定的に推移してきたが、令和２年度以降、新型コロナウイルス感染症対策経費の増などにより増加
傾向にあり、令和３年度は８，５３９億円と過去最大。足元では減少傾向にある。

• 県債を除く歳入総額についても、同様に、令和２年度以降、新型コロナウイルス感染症に対応する国庫支出金の増などにより増加し、令和４年度は

７，７３０億円と過去最大となったが、足元では減少傾向にある。

• 県債発行額は、概ね１，２００億円～１，４００億円程度で推移していたが、令和４年度以降、臨時財政対策債の減により１，０００億円を下回る水準で推移。
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• これまでの行財政改革取組の成果等により、経常収支比率、公債費負担比率、実質公債費比率、将来負担比率は、すべて改善傾向。

• なお、令和３年度は、普通交付税の追加交付等により経常的収入が例年よりも増加（分母が増大）したため、各種指標が例年以上に好転した。
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１３．主な財政指標の推移
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注:
1.順位については、総務省「地方財政の状況」を参照。
2.資金不足は生じていないため、資金不足比率は算定していない。
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・経常的収入（県税、普通交付税等）に対する経常的経費
（人件費、公債費等）の割合

⇒財政構造の弾力性を示す

・一般財源総額に対する公債費の割合

⇒公債費がどの程度一般財源の使途の自由度を
制約しているかを示す

・標準財政規模に対する実質的な公債費の割合

⇒借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大き
さを指標化し、資金繰りの程度を示す

・標準財政規模に対する実質的な負債の割合

⇒借入金や将来支払っていく可能性のある負担
等の現時点での残高を指標化し、将来財政を
圧迫する可能性の度合いを示す

（30位）

（14位）

（32位）


	スライド 0: 　三重県財政の現状
	スライド 1: ポイント
	スライド 2: 目　次
	スライド 3: １．普通会計歳入の推移
	スライド 4: ２．地方一般財源収入の推移
	スライド 5: ３．県税収入の推移
	スライド 6: ４．県債発行額の推移
	スライド 7: ５．基金残高の推移
	スライド 8: ６．普通会計歳出の推移
	スライド 9: ７．義務的経費の推移
	スライド 10: ８．一般会計公債費と県債残高の推移
	スライド 11: ９．人件費と職員数の推移
	スライド 12: １０．社会保障関係経費の推移
	スライド 13: １１．投資的経費の推移
	スライド 14: １２．普通会計歳入歳出と県債発行額の推移
	スライド 15: １３．主な財政指標の推移

